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平成27年10月

静岡県健康福祉部医療健康局

医療政策課長 石田 貴

いよいよ動き出した地域医療構想の策定

～需要サイドから考える2025年の医療提供体制～

平成27年度 地域医療構想の策定に向けた説明会

資料１
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本日の説明内容

１ 医療と介護の一体改革

２ 地域医療構想の策定に向けた本県の取組
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１ 医療と介護の一体改革
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(各年４月１日現在) 平成17年 平成22年 平成26年 平成27年

総人口 3,863,273人 3,859,195人 3,792,475人 3,775,243人

高齢者人口
(65歳以上人口)

765,035人 887,575人 981,071人 1,011,691人

うち80～89歳人口 155,422人 204,476人 235,522人 242,754人

うち90歳以上人口 30,982人 40,962人 50,476人 53,473人

高齢化率 19.8％ 23.0％ 25.9％ 26.8％

◆高齢化率は年々上昇し、平成27年は過去最高の26.8％
→平成17年からの10年間で7.0ポイントの増加

◆75歳以上の高齢者人口は10年間で1.4倍
→高齢者の中の高齢化が進む。

◆高齢化率は年々上昇し、平成27年は過去最高の26.8％
→平成17年からの10年間で7.0ポイントの増加

◆75歳以上の高齢者人口は10年間で1.4倍
→高齢者の中の高齢化が進む。

静岡県の高齢化の状況

静岡県「高齢者福祉行政の基礎調査」より
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静岡県の高齢者人口及び高齢化率の推移（圏域別）

圏域 区分
2005

（H17）
2010

（H22）
2014

（H26）
2015

（H27）
人口 80,358 75,546 70,492 69,151

高齢者人口 23,925 25,861 27,272 27,736

高齢化率 29.8% 34.2% 38.7% 40.1%

人口 117,525 115,257 111,143 110,066

高齢者人口 32,826 38,943 42,890 44,014

高齢化率 27.9% 33.8% 38.6% 40.0%

人口 688,868 688,614 674,865 670,261

高齢者人口 129,522 153,535 171,312 176,721

高齢化率 18.8% 22.3% 25.4% 26.4%

人口 395,982 397,337 393,497 392,021

高齢者人口 70,595 84,613 95,011 98,500

高齢化率 17.8% 21.3% 24.1% 25.1%

人口 733,194 726,060 716,450 713,564

高齢者人口 150,140 175,167 192,413 198,223

高齢化率 20.5% 24.1% 26.9% 27.8%

人口 487,233 485,314 477,001 474,431

高齢者人口 100,160 114,560 125,931 129,657

高齢化率 20.6% 23.6% 26.4% 27.3%

人口 484,865 487,312 476,932 475,763

高齢者人口 90,909 102,199 112,872 116,839

高齢化率 18.7% 21.0% 23.7% 24.6%

人口 875,248 883,755 872,095 869,986

高齢者人口 166,958 192,697 213,370 220,001

高齢化率 19.1% 21.8% 24.5% 25.3%

人口 3,863,273 3,859,195 3,792,475 3,775,243

高齢者人口 765,035 887,575 981,071 1,011,691

高齢化率 19.8% 23.0% 25.9% 26.8%

賀茂

熱海伊東

駿東田方

富士

県計

静岡

志太榛原

中東遠

西部

人数：人
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市町別高齢化率の状況（平成17年４月１日時点）
 

浜 松 市

熱 海 市

三 島 市

伊 東 市

島 田 市

富 士 市

磐 田 市

焼 津 市

掛 川 市

藤 枝 市

御 殿 場 市

袋 井 市

下 田 市

裾 野 市

湖 西 市

御 前 崎 市

伊 豆 市

東 伊 豆 町

河 津 町

南 伊 豆 町

松 崎 町

西 伊 豆 町

函 南 町

伊 豆 の 国 市

清 水 町

長 泉 町

牧 之 原 市 吉 田 町

川 根 本 町

菊 川 市

森 町

西  部  

志太榛原  
賀  茂  

富  士  

静  岡  

中東遠

駿東田方  

熱海伊東  

富 士 宮 市

静 岡 市

沼 津 市

小 山 町

高齢化率 市町数

40％超 0

35％超40％以下 2

30％超35％以下 3

25％超30％以下 6

20％超25％以下 5

20％以下 19
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市町別高齢化率の状況（平成27年４月１日時点）
 

浜 松 市

熱 海 市

三 島 市

伊 東 市

島 田 市

富 士 市

磐 田 市

焼 津 市

掛 川 市

藤 枝 市

御 殿 場 市

袋 井 市

下 田 市

裾 野 市

湖 西 市

御 前 崎 市

伊 豆 市

東 伊 豆 町

河 津 町

南 伊 豆 町

松 崎 町

西 伊 豆 町

函 南 町

伊 豆 の 国 市

清 水 町

長 泉 町

牧 之 原 市 吉 田 町

川 根 本 町

菊 川 市

森 町

西  部  

志太榛原  
賀  茂  

富  士  

静  岡  

中 東 遠

駿東田方  

熱海伊東  

小 山 町

富 士 宮 市

静 岡 市

沼 津 市

高齢化率 市町数

40％超 5

35％超40％以下 5

30％超35％以下 1

25％超30％以下 14

20％超25％以下 10

20％以下 0
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静岡県の高齢者人口及び高齢化率の将来推計（圏域別）

圏域 区分
2015

（H27）
2020

（H32）
2025

（H37）
人口 69,151 63,299 57,954
高齢者人口 27,736 27,804 26,134
高齢化率 40.1% 43.9% 45.1%
人口 110,066 99,392 92,272
高齢者人口 44,014 43,176 40,844
高齢化率 40.0% 43.4% 44.3%
人口 670,261 644,617 623,116
高齢者人口 176,721 187,979 188,680
高齢化率 26.4% 29.2% 30.3%
人口 392,021 373,470 362,643
高齢者人口 98,500 106,164 108,128
高齢化率 25.1% 28.4% 29.8%
人口 713,564 678,878 652,514
高齢者人口 198,223 208,676 207,619
高齢化率 27.8% 30.7% 31.8%
人口 474,431 453,158 438,727
高齢者人口 129,657 140,150 142,289
高齢化率 27.3% 30.9% 32.4%
人口 475,763 454,904 442,880
高齢者人口 116,839 133,001 138,396
高齢化率 24.6% 29.2% 31.2%
人口 869,986 833,403 810,227
高齢者人口 220,001 242,845 249,194
高齢化率 25.3% 29.1% 30.8%
人口 3,775,243 3,601,121 3,480,333
高齢者人口 1,011,691 1,089,795 1,101,284
高齢化率 26.8% 30.3% 31.6%

賀茂

熱海伊東

駿東田方

富士

県計

静岡

志太榛原

中東遠

西部

（単位：人）

2015年は「高齢者福祉行
政の基礎調査」による。
その他は、国立社会保障・
人口問題研究所「日本の
地域別将来推計人口（平
成25年３月推計・市区町村
別）」から引用
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地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律の概要

持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療
提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確
保を推進するため、医療法、介護保険法等の関係法律について所要の整備等を行う。

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地域介護施設整備促進法等関係）

①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等）のため、

消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置

②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係）
①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等を報告し、都道府県は、それをもとに

地域医療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の将来のあるべき姿）を医療計画において策定

②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け

３．地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化（介護保険法関係）

①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に移行し、

多様化 ※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業

②特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化

③低所得者の保険料軽減を拡充

④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ（ただし、一般の世帯の月額上限は据え置き）

⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加

４．その他

①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を新設

②医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ

③医療法人社団と医療法人財団の合併、持分なし医療法人への移行促進策を措置

④介護人材確保対策の検討（介護福祉士の資格取得方法見直しの施行時期を27年度から28年度に延期）

公布日。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。

概 要

趣 旨

施行期日（予定）
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（参考）

内閣官房専門調査会「医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会」資料から



13

２ 地域医療構想の策定に向けた
本県の取組
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医療機能の分化・連携に係る取組みの流れについて

【医療機関による自主的な機能分化・連携の推進】
・ 医療機能の現状と、地域ごとの将来の医療需要と各医療機能の必要
量が明らかになったことにより、将来の必要量の達成を目指して、医療機
関の自主的な取組みと医療機関相互の協議により機能分化・連携を推進

【病床機能報告制度の運用開始】（平成26年度～）

・医療機関が担っている医療機能を都道府県に報告（※）

【地域医療ビジョンの策定】（平成27年度～）

・都道府県において地域医療ビジョンの策定。
・地域の医療需要の将来推計や病床機能報告制度等により医療機関か
ら報告された情報等を活用し、二次医療圏等ごとに、各医療機能の
必要量（２０２５年時点）等を含む地域の医療提供体制の将来の目
指すべき姿を示す。

診療報酬と新たな財政支援の仕組み
による機能分化・連携の支援

【都道府県の役割の強化】
○ 医療機関や医療保険者等の関係者が参画し、

個々の医療機関の地域における機能分化・連携
について協議する「協議の場」の設置

○ 医療と介護の一体的推進のための医療計画の
役割強化（介護保険の計画との一体的な策定）

機能分化・連携を
実効的に推進

○ 病床機能報告制度の運用開始、地域医療ビジョンの策定及び都道府県の役割の強化等を含めた
医療機能分化・連携に係る取組みの流れを整理すると、以下のようになると考えられる。

※ 報告の基準は、当初は「定性的な基準」であるが、
報告内容を分析して、今後、「定量的な基準」を定める。

現行の医療法の規定により、案の作成時
に、診療又は調剤の学識経験者の団体
の意見を聴く。

現行の医療法の規定により、策定時に
医療審議会及び市町村の意見を聴く。

※意見聴取の対象に、保険者協議会を追加。
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医療機能の現状と
今後の方向を報告

都
道
府
県

○ 昨年の通常国会で成立した「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が
「地域医療構想」を策定。（法律上は平成30年３月までであるが、平成２８年半ば頃までの策定が望ましい。）

※ 「地域医療構想」は、２次医療圏単位での策定が原則。

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を
策定し、更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・ 高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに推計
・ 都道府県内の構想区域（２次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えにくい） 医療機能

を自主的に
選択

医
療
機
関

（B病棟）

急性期機能

（D病棟）

慢性期機能

（C病棟）

回復期機能

（A病棟）

高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、「地域医療構想調整会議」
で議論・調整。

必要病床数
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○ 地域医療構想は、都道府県が構想区域（原則、二次医療圏）単位で策定。
よって、将来の医療需要や病床の必要量についても、国が示す方法に基づき、都道府県が推計。

○ 医療機能（高度急性期機能・急性期機能・回復期機能・慢性期機能）ごとに、医療需要（１日
当たりの入院患者延べ数）を算出し、それを病床稼働率で割り戻して、病床の必要量を推計。

○ 推計に当たり、できる限り、患者の状態や診療の実態を勘案できるよう、NDB（ナショナルデータ
ベース）のレセプトデータやDPCデータを分析する。

○ 具体的には、患者に対して行われた診療行為を、診療報酬の出来高点数で換算した値（医
療資源投入量）の多寡を見ていく。

○ その他、推計に当たっては、入院受療率等の地域差や患者の流出入を考慮の対象とする。

２０２５年の医療需要及び各医療機能の必要量の推計の基本的考え方

医療機能 ２０２５年の医療需要

高度急性期機能 ○○○○人／日

急性期機能 □□□□人／日

回復期機能 △△△△人／日

慢性期機能 ▲▲▲▲人／日

２０２５年の病床数の必要量

○○○○床

□□□□床

△△△△床

▲▲▲▲床

病床稼働率で割り戻
して、病床数に変換

都道府県
が構想区
域ごとに推

計

（平成27年9月厚労省講演資料から）
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（地域医療構想策定ガイドラインから抜粋）
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（地域医療構想策定ガイドライン１３ページから抜粋）
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◇在宅での医療を受ける環境づくりの進展に伴い、「長期に医療を必要とする」方々が、どこで医療を受けるこ
とができるかは、時代とともに、また、各地の政策の進展度合いによる。

◇地域医療構想では、「長期に何らかの医療を受けている方々」全体を推計しつつ、そのうち、慢性期機能の
病床で対応すべき部分を算定。（現在、地域差の大きい療養病床受療率を収れんさせる方向で、各地の在宅
医療の進展をうながす目標値を設定）
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地域医療における会議

圏域連携会議
（医療計画作成指針

平成２４年３月３０日付）
・必要に応じて圏域ごとに関
係者が具体的な連携等につ
いて協議する場

地域医療構想調整会議
（医療法第30条の１４）

・医療機関が担うべき病床機能に関する協議
・病床機能報告制度による情報の共有
・都道府県計画に盛り込む事業に関する協議
・地域医療構想の達成の推進

※地域医療構想の策定段階から設置し、策定に関与するこ
とが望ましい
※協議が調わない場合は都道府県が必要に応じ措置を講じ
る

都道府県

二次医療圏

構想区域

下部組織
特定の議題に関する協議を継続的に実施する場
合に専門部会等を設置

圏域
連携
会議

地域医療
構想調整

会議

地域医療対策
協議会
（医療法第３０条の１７）

・救急医療等確保事業
に係る医療従事者の
確保 等必要とされる
医療の確保について
協議
・都道府県は参加者と
して関係者と共に協議
し、施策を策定・公表

都道府県医療審議会
（医療法第７１条の２）

・都道府県知事の諮問に応じ、
当該都道府県における医療を
提供する体制の確保に関する
重要事項を調査審議

地域医療
構想調整

会議

地域医療
構想調整

会議

医療計画

圏域
連携
会議

圏域
連携
会議

地域医療構想

国資料（平成27年4月15日）から

策定作業部会を設置
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地域医療構想策定作業部会の設置

静岡県保健医療計画の一部となる地域医療構想を策定するため、 静岡県医療審議会に
地域医療構想策定作業部会を設置。

（１）設置 平成27年３月24日静岡県医療審議会議決による

（２）根拠 医療法施行令第５条の21、
地域医療構想策定作業部会設置要綱（平成27年４月23日施行）

（３）検討事項
ア 地域医療構想の策定における医療需要に対する医療供給(医療提供体制)
イ 構想区域
ウ 将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策
エ その他地域医療構想策定のために必要な事項

（４）委員 委員20人（審議会委員10人、専門委員10人）

（１）設置 平成27年３月24日静岡県医療審議会議決による

（２）根拠 医療法施行令第５条の21、
地域医療構想策定作業部会設置要綱（平成27年４月23日施行）

（３）検討事項
ア 地域医療構想の策定における医療需要に対する医療供給(医療提供体制)
イ 構想区域
ウ 将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策
エ その他地域医療構想策定のために必要な事項

（４）委員 委員20人（審議会委員10人、専門委員10人）
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地域医療構想策定作業部会委員
（審議会委員：10人）
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地域医療構想策定作業部会委員
（専門委員：10人）
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地域医療構想策定作業部会等における協議

・医療審議会に地域医療構想策定作業部会を設置し、各構想区域（二次医療圏）における医療需要と
供給の推計方法や、県内調整にあたっての考え方などについて協議を行うとともに、医療審議会に検
討状況を報告している。
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医療需要に対する医療供給を踏まえた
病床の必要量（必要病床数）の推計
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高度
急性期

急性期 回復期 慢性期 総計

3,000点以上
600点以上

3,000点未満
175点以上
600点未満

－

賀茂 19 97 172 269 557

熱海伊東 77 281 266 213 837

駿東田方 583 1,644 1,605 1,358 5,190

富士 184 649 620 731 2,184

静岡 775 1,681 1,206 1,606 5,268

志太榛原 303 896 810 734 2,743

中東遠 223 779 598 711 2,311

西部 836 2,001 1,389 2,096 6,323

3,002 8,027 6,666 7,719 25,413

11.2% 29.9% 24.8% 28.7% 100.0%

医療機関所在地ベース　2013年病床数

静岡県

「現在」の医療供給

医療機関所在地ベース ： 医療機関所在地に基づく推計

単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。
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高度
急性期

急性期 回復期
慢性期

パターンB
総計

高度
急性期

急性期 回復期
慢性期

パターンB
総計

3,000点以上
600点以上

3,000点未満

175点以上

600点未満
※１ － 3,000点以上

600点以上

3,000点未満

175点以上

600点未満
※１ －

賀茂 61 186 271 152 670 21 106 191 242 560

熱海伊東 103 339 357 244 1,043 84 322 314 184 904

駿東田方 507 1,566 1,553 1,069 4,694 609 1,855 1,877 1,207 5,549

富士 287 866 858 676 2,688 208 764 786 689 2,448

静岡 635 1,760 1,370 1,298 5,063 774 1,860 1,401 1,435 5,470

志太榛原 399 1,133 1,055 738 3,325 321 1,022 960 637 2,940

中東遠 356 1,080 821 714 2,971 256 915 736 540 2,447

西部 793 2,096 1,588 1,497 5,973 889 2,302 1,689 1,671 6,551

3,139 9,027 7,872 6,388 26,427 3,160 9,146 7,955 6,605 26,869

11.9% 34.2% 29.8% 24.2% 100.0% 11.8% 34.0% 29.6% 24.6% 100.0%
静岡県

患者住所地ベース（病床数） 医療機関所在地ベース（病床数）

2013年のレセプトデータを基に、医療資源投入量で患者数を推計し、病床稼働率（※）で割り戻して推計した病床数

（※病床稼働率：高度急性期・・・75％ 急性期・・・７８％ 回復期・・・90％ 慢性期・・・92％）

２０２５年の医療需要

患者住所地ベース ： 患者住所地に基づく推計 医療機関所在地ベース ： 医療機関所在地に基づく推計

単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。
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　病床利用率 （単位：床・人・％）

一般 療養 計 一般 療養 計 一般 療養 計

賀茂 448 406 854 321 352 673 71.7 86.7 78.8

熱海伊東 648 306 954 558 276 834 86.1 90.2 87.4

駿東田方 4,581 2,289 6,870 3,426 1,840 5,266 74.8 80.4 76.7

富士 1,776 935 2,711 1,229 811 2,040 69.2 86.7 75.2

静岡 4,608 1,985 6,593 3,464 1,709 5,173 75.2 86.1 78.5

志太榛原 2,379 1,082 3,461 1,721 978 2,699 72.3 90.4 78.0

中東遠 1,697 1,069 2,766 1,393 960 2,353 82.1 89.8 85.1

西部 5,040 2,617 7,657 4,036 2,355 6,391 80.1 90.0 83.5

計 21,177 10,689 31,866 16,148 9,281 25,429 76.3 86.8 79.8

※在院患者調査：H26.5.28実施（県医療政策課）

許可病床数 患者数 病床利用率
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在宅医療等

在宅医療等
（再掲）在宅医療等
のうち訪問診療分

在宅医療等
（再掲）在宅医療等
のうち訪問診療分

賀茂 1,024.3 428.0 983.7 343.2

熱海伊東 1,642.5 735.2 1,437.8 563.8

駿東田方 7,185.8 3,270.6 7,488.5 3,401.7

富士 3,723.4 1,611.6 3,825.8 1,754.4

静岡 8,082.1 3,845.3 8,245.1 3,920.8

志太榛原 4,585.3 1,832.2 4,389.0 1,674.4

中東遠 4,198.2 1,419.6 3,950.3 1,377.5

西部 9,652.1 4,162.0 9,922.9 4,275.2

静岡県 40,093.7 17,304.6 40,243.1 17,311.1

患者住所地ベース（人／日） 医療機関所在地ベース（人／日）

2025年の医療供給

単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

在宅医療等
（再掲）在宅医療等
のうち訪問診療分

賀茂 797.0 295.0

熱海伊東 1,013.6 418.8

駿東田方 5,026.0 2,420.4

富士 2,509.6 1,212.5

静岡 5,707.0 2,844.4

志太榛原 3,127.3 1,272.5

中東遠 2,726.8 1,036.8

西部 6,460.0 3,064.5

静岡県 27367.3 12564.8

医療機関所在地ベース（人／日）

「現在」(2013年）の医療供給
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県計 （床）

2013年
医療機関
所在地

→
2025年
患者

住所地
増減

高度急性期 3,002 → 3,139 138

急性期 8,027 → 9,027 1,000

回復期 6,666 → 7,872 1,206

慢性期 7,719 → 6,388 △ 1,331

計 25,413 → 26,427 1,014

（人／日）

在宅医療等 27,367.3 → 40,093.7 12726.4

(再掲)在宅医療等のうち訪問診療分 12,564.8 → 17,304.6 4739.7

2025年に向け不足する医療機能

単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

2025年の必要病床等
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各構想区域における
現在（2013年）と将来推計（2025年）との比較
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（単位：床）

高度
急性期

急性期 回復期 慢性期 小計

2013年 19 97 172 269 557

2025年 61 186 271 152 670

増減 41 90 99 △ 117 113

2013年 77 281 266 213 837

2025年 103 339 357 244 1,043

増減 25 58 91 31 206

2013年 184 649 620 731 2,184

2025年 287 866 858 676 2,688

増減 103 218 239 △ 55 504

2013年 303 896 810 734 2,743

2025年 399 1,133 1,055 738 3,325

増減 96 238 245 4 582

2013年 223 779 598 711 2,311

2025年 356 1,080 821 714 2,971

増減 133 302 223 3 660

現在（2013年）と将来推計（2025年）との比較
（2025年に向け充実させる必要のある医療圏）

賀茂

熱海伊東

富士

志太榛原

中東遠

単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。
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（単位：床）

高度
急性期

急性期 回復期 慢性期 小計

2013年 583 1,644 1,605 1,358 5,190

2025年 507 1,566 1,553 1,069 4,695

増減 △ 76 △ 79 △ 52 △ 289 △ 496

2013年 775 1,681 1,206 1,606 5,268

2025年 635 1,760 1,370 1,298 5,062

増減 △ 141 79 164 △ 308 △ 206

2013年 836 2,001 1,389 2,096 6,323

2025年 793 2,096 1,588 1,497 5,973

増減 △ 43 95 198 △ 599 △ 350

現在（2013年）と将来推計（2025年）との比較
（充実している医療圏）

駿東田方

静岡

西部

単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。
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○７疾病・５事業及び在宅医療

•７疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、喘
息、肝炎、精神疾患）

•５事業(救急医療、災害時における医療、へき地の
医療、周産期医療、小児医療)及び在宅医療ごとに、
医療連携体制の構築の取組を一層進める。
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2025年の県内圏域間流出入状況（現在の流出入状況が続いた場合）

４医療機能 合計

※推計ツールにおいて、10人/日未満の数値は非公表となっていることから、公表データのみを図示
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構想区域における県内調整にあたっての
考え方と調整方法

○ 考え方
• 地域医療構想策定ガイドラインに則り、患者住所地ベース（患者流出入前）の医療需要

を基本に、現状の医療提供体制や地域の実情等を踏まえて調整する。

○ 調整方法
• 高度急性期は、非常に限られた医療資源等に依存する部分が大きいため医療機関所

在地ベースの、急性期、回復期、慢性期については、できるだけ当該構想区域内で完結
することが望ましいことから患者住所地ベースの、推計値を用いて検討を行う。

• その上で、現状の医療提供体制や患者の受療動向を踏まえた、地域における医療提供
体制の特性や、将来のあるべき医療提供体制を見据えた病床機能の分化と連携等を検
討し、調整を行う。

○ 構想区域間の調整について
• 県全体の医療需要の範囲内で調整する必要があることから、各構想区域での調整を踏

まえ、地域医療構想策定作業部会及び静岡県医療審議会において最終調整を行う。
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構想区域における県内調整にあたっての考え方と調整方法



41

地域医療における会議

圏域連携会議
（医療計画作成指針

平成２４年３月３０日付）
・必要に応じて圏域ごとに関
係者が具体的な連携等につ
いて協議する場

地域医療構想調整会議
（医療法第30条の１４）

・医療機関が担うべき病床機能に関する協議
・病床機能報告制度による情報の共有
・都道府県計画に盛り込む事業に関する協議
・地域医療構想の達成の推進

※地域医療構想の策定段階から設置し、策定に関与するこ
とが望ましい
※協議が調わない場合は都道府県が必要に応じ措置を講じ
る

都道府県

二次医療圏

構想区域

下部組織
特定の議題に関する協議を継続的に実施する場
合に専門部会等を設置

圏域
連携
会議

地域医療
構想調整

会議

地域医療対策
協議会
（医療法第３０条の１７）

・救急医療等確保事業
に係る医療従事者の
確保 等必要とされる
医療の確保について
協議
・都道府県は参加者と
して関係者と共に協議
し、施策を策定・公表

都道府県医療審議会
（医療法第７１条の２）

・都道府県知事の諮問に応じ、
当該都道府県における医療
を提供する体制の確保に関
する重要事項を調査審議

地域医療
構想調整

会議

地域医療
構想調整

会議

医療計画

圏域
連携
会議

圏域
連携
会議

地域医療構想

国資料（平成27年4月15日）から

本県では
「地域医療
協議会」

作業部会を設置
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・二次医療圏単位に設置された地域医療協
議会の作業部会において、医療需要推計に
係る圏域別のデータ等を参考にしながら、
「各圏域の課題抽出」、「構想区域の検討」、
「将来の必要病床数の検討」など、地域医療
構想策定に向けた検討を行う。

地域における検討
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地域医療構想策定に向けたスケジュール（案）

医療審議会 地域医療構想策定作業部会 地域医療協議会・作業部会

9月 ・委員改選 ・委員委嘱替え

10月

11月

12月

1月

2月

3月

第２回医療審議会
・構想区域の検討
・必要病床数の圏域間調整
・地域医療構想（素案）の検討

第３回医療審議会
・地域医療構想（最終案）の検討

地域医療構想の策定

最終案（圏域版）とりまとめ

・パブリックコメント対応
・関係団体意見への対応

第５回作業部会
・地域医療構想（最終案）の検討

第３回作業部会　（11/19 ）
・各圏域における現状と課題
・構想区域の検討
・2025年の医療需要の検討
・地域医療構想（素案）の検討

県内医療機関を対象と
した説明会の開催
（東 ・ 中 ・ 西部）

第４回作業部会
・構想区域の検討
・2025年の医療需要の検討
・地域医療構想（素案）の検討

パブリックコメント
（１か月間）

第３回部会を踏まえて議論を深め、構想素案(圏域版)を作成
　○現状と課題
　○構想区域
　○2025年の医療需要
　○あるべき医療提供体制
　○施策の方向性

○現状認識と課題抽出

　・人口、患者数、将来推計、病床機能報告等

○構想区域の検討

○2025年の医療需要の検討

　・４医療機能別の必要病床数

　・７疾病５事業への対応

　・在宅医療等への対応

○構想素案（圏域版）の検討

27病
床機
能

報告
実施

患者
流出
入の
都道
府県
間調
整
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（平成26年度全国厚生労働関係部局長会議（厚生分科会）資料から）
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ご清聴、ありがとうございました。

皆様の御協力をお願いします。


